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出所：「戦後日本の株式持合いとその解消」（早分かり版）
（大和総研制度調査部　吉川満著、2005年3月）
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企業価値の向上

投資家と企業の溝を埋める努力

価値評価基準の導入

トップ主導のＩＲ活動

長期保有株主の増加策

買収防衛策ルールの早期整備

ＳＲＩの拡大への企業・投資家の努力  など

不断の人材重視・永続的な人材育成

モチベーションの維持・向上

女性社員の活用

チームワーク重視  など

事業を通じたＣＳＲ

取引先への行動規範提示

志ある地域への貢献  など

人材を重視した経営の再認識

対話

外
部
か
ら
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積極的なCSRの推進
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